様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 　　2021年　4月　26日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）はまだ かずまさ
                              （法人の場合）代表者の氏名 濵田 和成 　   印
住所　〒542-0081
                    大阪市中央区南船場2-3-2 南船場ハートビル
法人番号1120001081381　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・2020年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
・2021年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
・2021年2月期 決算発表・中期3ヵ年経営計画
（2022年2月期-2024年2月期）説明会資料

	公表日
	2020年 4月10日
2021年 4月 9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社ホームページにて記載
・2020年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
https://www.aeondelight.co.jp/news/2020%E5%B9%B402%E6%9C%88%E6%9C%9F%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%9F%AD%E4%BF%A1%E3%80%94%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%9F%BA%E6%BA%96%E3%80%95%EF%BC%88%E9%80%A3%E7%B5%90.pdf
【掲載箇所】
p.9（２）中長期的な経営戦略（イ）人手不足

・2021年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
https://www.aeondelight.co.jp/news/2021%E5%B9%B42%E6%9C%88%E6%9C%9F-%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%9F%AD%E4%BF%A1%E3%80%94%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%9F%BA%E6%BA%96%E3%80%95%EF%BC%88%E9%80%A3%E7%B5%90%EF%BC%89.pdf
【掲載箇所】
添付資料
p.9 ＜イオンディライト ビジョン2025＞、＜ＥＳＧ経営の推進 ‐マテリアリティ（重要課題）の絞り込み‐＞
p.10 （３）中期３ヵ年経営計画の策定（2022年２月期～2024年２月期）

・2021年2月期 決算発表・中期3ヵ年経営計画（2022年　2月期-2024年2月期）説明会資料
https://www.aeondelight.co.jp/news/2021%E5%B9%B42%E6%9C%88%E6%9C%9F-%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%99%BA%E8%A1%A8%E8%AA%AC%E6%98%8E%E4%BC%9A%E8%B3%87%E6%96%99.pdf
【掲載箇所】
p.18 ビジョン2025 目標数値を修正
p.19 ESG経営の推進 – 事業を通じてマテリアリティを
解決 -
p.22 中期経営計画 ① ３つの基本方針


	記載内容抜粋
	イオンディライト ビジョン2025（以下、「ビジョン2025」）を策定し、アジアにおいて「安全・安心」、「人手不足」、「環境」の３つを成長戦略の柱に社会課題を解決する環境価値創造企業を目指す、ことを宣言。

また、ビジョン2025で掲げる社会課題解決の推進力を高めるため、ESG経営を実践。「安全・安全」、「人手不足」、「環境」に、当社が持続的成長を果たすうえで不可欠だと考えられる「テクノロジーの活用」、「ガバナンス」を加えた５つの項目でマテリアリティ（重要課題）の絞り込みを実施。「テクノロジーの活用」では、「AI、IoT、ロボットの活用」と「情報化社会へのリスク対応」に取り組むことを明示。

さらに、ビジョン2025の実現に向けた中期３ヵ年経営計画（2022年2月期-2024年2月期）を策定し、「お客さま起点の経営」、「DXの推進」、「グループ経営」の３つを基本方針に掲げた。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年4月9日の取締役会にて決議。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・2021年1月26日付「機構改革および人事異動について」
・2021年2月25日付「DXによるサービス提供体制の変革
を推進　顧客起点の統括マネジメント体制を確立
2021年3月より新たな施設管理モデル『エリア管理』
を全国へ展開」
・2021年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
・2021年2月期 決算発表・中期3ヵ年経営計画
（2022年2月期-2024年2月期）説明会資料

	公表日
	2021年 1月26日
2021年 2月25日
2021年 4月 8日
2021年 4月 9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社ホームページにて記載
・2021年1月26日付「機構改革および人事異動について」
・・・戦略を効果的に進めるための体制の提示
https://www.aeondelight.co.jp/news/20210126_%e6%a9%9f%e6%a7%8b%e6%94%b9%e9%9d%a9%e3%81%8a%e3%82%88%e3%81%b3%e4%ba%ba%e4%ba%8b%e7%95%b0%e5%8b%95%e3%81%ab%e3%81%a4%e3%81%84%e3%81%a6.pdf
・2021年2月25日付「DXによるサービス提供体制の変革
を推進　顧客起点の統括マネジメント体制を確立
2021年3月より新たな施設管理モデル『エリア管理』を
全国へ展開」
・・・具体的な方策（戦略）
・・・環境整備の具体的方策
https://www.aeondelight.co.jp/news/20210225_dx%e3%81%ab%e3%82%88%e3%82%8b%e3%82%b5%e3%83%bc%e3%83%93%e3%82%b9%e6%8f%90%e4%be%9b%e4%bd%93%e5%88%b6%e3%81%ae%e5%a4%89%e9%9d%a9%e3%82%92%e6%8e%a8%e9%80%b2-%e9%a1%a7%e5%ae%a2%e8%b5%b7.pdf

・2021年4月9日「本社機能集約と働き方改革の実践で生
産性を向上」
・・・環境整備の具体的方策
https://www.aeondelight.co.jp/news/20210408_%e6%9c%ac%e7%a4%be%e6%a9%9f%e8%83%bd%e9%9b%86%e7%b4%84%e3%81%a8%e5%83%8d%e3%81%8d%e2%bd%85%e6%94%b9%e2%be%b0%e3%81%ae%e5%ae%9f%e8%b7%b5%e3%81%a7%e2%bd%a3%e7%94%a3%e6%80%a7%e3%82%92%e5%90%91.pdf

・2021年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
・・・具体的な方策
・・・戦略を効果的に進めるための体制の提示
・・・環境整備の具体的方策
https://www.aeondelight.co.jp/news/2021%E5%B9%B42%E6%9C%88%E6%9C%9F-%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%9F%AD%E4%BF%A1%E3%80%94%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%9F%BA%E6%BA%96%E3%80%95%EF%BC%88%E9%80%A3%E7%B5%90%EF%BC%89.pdf
【掲載箇所】
添付資料
p.3（人手不足）,                       
p.10～p.11
（３）中期３ヵ年経営計画の策定（2022年２月期～2024
年２月期）②DXの推進

2021年2月期 決算発表・中期3ヵ年経営計画（2022年2月
期-2024年2月期）説明会資料
・・・具体的な方策
・・・戦略を効果的に進めるための体制の提示
・・・環境整備の具体的方策
https://www.aeondelight.co.jp/news/2021%E5%B9%B42%E6%9C%88%E6%9C%9F-%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%99%BA%E8%A1%A8%E8%AA%AC%E6%98%8E%E4%BC%9A%E8%B3%87%E6%96%99.pdf

【掲載箇所】
p.11 2020年度の主な取り組み②ビジネスモデルの変革を
加速
p.26 DXの推進-1
p.27 DXの推進-2

	記載内容抜粋
	人手不足の解消と持続可能な事業モデル構築に向けたDXを推進。施設管理を遠隔サポートし、お客さまの情報やご要望を集約するカスタマーサポートセンター（以下、「CSC」）の設置と顧客施設への各種システムやセンサーの導入によりサービスの提供体制（事業モデル）を変革。顧客施設に常駐する当社設備管理員のポストを削減（省人化）することで従来の施設管理モデルから、CSCを中心とした巡回型を主体とする「エリア管理」への移行を推進。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年4月9日の取締役会その他各種会議体にて決議。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	自社ホームページにて記載
・2021年1月26日付「機構改革および人事異動について」
https://www.aeondelight.co.jp/news/20210126_%e6%a9%9f%e6%a7%8b%e6%94%b9%e9%9d%a9%e3%81%8a%e3%82%88%e3%81%b3%e4%ba%ba%e4%ba%8b%e7%95%b0%e5%8b%95%e3%81%ab%e3%81%a4%e3%81%84%e3%81%a6.pdf
【掲載箇所】
p.1  1.機構改革の主旨

・2021年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
https://www.aeondelight.co.jp/news/2021%E5%B9%B42%E6%9C%88%E6%9C%9F-%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%9F%AD%E4%BF%A1%E3%80%94%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%9F%BA%E6%BA%96%E3%80%95%EF%BC%88%E9%80%A3%E7%B5%90%EF%BC%89.pdf
【掲載箇所】
添付資料
p.10 ①お客さま起点の経営

・2021年2月期 決算発表・中期3ヵ年経営計画（2022年2
月期-2024年2月期）説明会資料
https://www.aeondelight.co.jp/news/2021%E5%B9%B42%E6%9C%88%E6%9C%9F-%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%99%BA%E8%A1%A8%E8%AA%AC%E6%98%8E%E4%BC%9A%E8%B3%87%E6%96%99.pdf
【掲載箇所】
p.25 中期経営計画 ③ お客さま起点の経営-2

	記載内容抜粋
	お客さまの声を起点としたサービスの開発と品質管理の強化、DXの推進を図るため、営業部門と国内全支社、事業部門を再編したうえで、それらを統括する「マーケティングDX統括」を組成。加えて、国内全支社の業務部を改組し、お客さまの情報やご要望を集約し、ニーズに即した価値ある提案へと繋げるCSCを設置。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・2021年2月25日付「DXによるサービス提供体制の変革
を推進　顧客起点の統括マネジメント体制を確立
2021年3月より新たな施設管理モデル『エリア管理』
を全国へ展開」
https://www.aeondelight.co.jp/news/20210225_dx%e3%81%ab%e3%82%88%e3%82%8b%e3%82%b5%e3%83%bc%e3%83%93%e3%82%b9%e6%8f%90%e4%be%9b%e4%bd%93%e5%88%b6%e3%81%ae%e5%a4%89%e9%9d%a9%e3%82%92%e6%8e%a8%e9%80%b2-%e9%a1%a7%e5%ae%a2%e8%b5%b7.pdf

・2021年4月8日付「本社機能集約と働き方改革の実践で
生産性を向上　9月に東京本社を移転」
https://www.aeondelight.co.jp/news/20210408_%e6%9c%ac%e7%a4%be%e6%a9%9f%e8%83%bd%e9%9b%86%e7%b4%84%e3%81%a8%e5%83%8d%e3%81%8d%e2%bd%85%e6%94%b9%e2%be%b0%e3%81%ae%e5%ae%9f%e8%b7%b5%e3%81%a7%e2%bd%a3%e7%94%a3%e6%80%a7%e3%82%92%e5%90%91.pdf

・2021年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
p.3（人手不足）,                       
p.10～p.11
（３）中期３ヵ年経営計画の策定（2022年２月期～
2024年２月期）②DXの推進

・2021年2月期 決算発表・中期3ヵ年経営計画（2022年
2月期-2024年2月期）説明会資料
https://www.aeondelight.co.jp/news/2021%E5%B9%B42%E6%9C%88%E6%9C%9F-%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%99%BA%E8%A1%A8%E8%AA%AC%E6%98%8E%E4%BC%9A%E8%B3%87%E6%96%99.pdf
【掲載箇所】
p.11 2020年度の主な取り組み②ビジネスモデルの変革を加速
p.26 DXの推進-1
p.27 DXの推進-2
p.36 2021年度の計画数値


	記載内容抜粋
	・施設管理の在り方を常駐型から、CSCを中心とした巡回型主体の「エリア管理」へと移行。顧客施設に設置の各種システムやセンサーと連動することで設備の点検業務をCSCから遠隔で実施するオペレーションへと変更。
・東京本社移転に伴い、CSCとの常時接続により、お客さまの情報をリアルタイムで共有できるお客さまに近い本社を実現。
・上記を推進するため、DXや人材への積極的な投資を実施。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・2021年2月期 決算発表・中期3ヵ年経営計画
（2022年2月期-2024年2月期）説明会資料

	公表日
	2021年 4月 9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	2021年2月期 決算発表・中期3ヵ年経営計画（2022年2月期-2024年2月期）説明会資料
https://www.aeondelight.co.jp/news/2021%E5%B9%B42%E6%9C%88%E6%9C%9F-%E6%B1%BA%E7%AE%97%E7%99%BA%E8%A1%A8%E8%AA%AC%E6%98%8E%E4%BC%9A%E8%B3%87%E6%96%99.pdf
【掲載箇所】
p.34 中期経営計画 ⑥ KPI（重要業績評価指標）

	記載内容抜粋
	2023年度 DXの推進によるKPI
・営業利益率6.0%（2020年度 5.1%）、営業利益率向上を通じたROE12%水準の維持
・エリア管理導入施設数360施設
・エリア管理による常駐ポスト削減数180名
・機能集約による本社スタッフ20%の直接部門への再配置






(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年4月9日

	発信方法
	機関投資家・マスコミ向けに2021年2月期本決算・中期３ヵ年経営計画（2022年2月期-2024年2月期）発表説明会を電話会議にて開催し、代表取締役社長がビジョンや中期３ヵ年経営計画について説明。
その後、当日の音声を外部サイトに掲載し、そのリンクを自社ホームページに掲載。
自社ホームページ掲載箇所（リンク元）
https://www.aeondelight.co.jp/ir/
・決算発表説明会音声
　2021年2月期 決算発表説明会（2021年4月9日）
外部サイト掲載箇所（リンク先：直接掲載先）
https://www.irwebcasting.com/20210409/1/0f374b9f78/mov/main/index.html
【該当音声再生時間】
・09:19 資料p.11 2020年度の主な取り組み ② ビジネスモデルの変革を加速
・24:24 資料p.25 中期経営計画 ③ お客さま起点の経営-2 
・26:50 資料p.26 中期経営計画 ④ DXの推進-1
・27:53 資料p.27 中期経営計画 ④ DXの推進-2
※上記資料のページ数は現在HPに公開しているものに合わせています。発表当日は読み上げコメントのない一部目次ページをプレゼン用に省略したため、上記サイト上に掲示される資料のページ数が一部異なります。

	発信内容
	イオンディライト ビジョン2025、並びにその実現に向けた中期３ヵ年経営計画（2022年2月期-2024年2月期）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	随時

	実施内容
	・デジタル技術に係る動向の把握
11月17日（火）～19日（木）Gartner Symposium 2020
への参加等を通じて、最新のデジタル動向の調査行いIT戦略の立案検討を実施している。
補足資料：(5)-1. ITSYM_timetable_sessions

・自社のITシステムの現状を踏まえた課題の把握
ITに関するあらゆる問い合わせや障害等の受付を担当するサポートデスクとして運行センターを常設しており、社内で発生したインシデントは全てデータベースに一元管理、自社のITシステムの課題の把握と優先度を考慮した対策立案につなげている。

把握した課題等にもとづき立案された投資計画の進捗状況と課題と対策を協議する会議体として「案件進捗確認会」を毎月開催し、計画に対する進捗度、課題の把握、最適な解決策の審議等を行っている。

重要案件のITプロジェクトについては、システム化計画の審議、リスクの把握、投資の妥当性など部門間で共有確認するための会議体として「IT・テクノロジーソリューション本部会議」を毎月開催し、デジタル担当役員参画のもと自社のITシステムの現状が考慮されているか相互確認している。
補足資料：(5)-2. 第117回ITTS本部会議アジェンダ



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０２０年７月頃～２０２１年１月頃

	実施内容
	・セキュリティ監査等の実施状況
７月２７日～３１日：当社グループ経営監査部による内部監査により、情報システム部門におけるサイバーセキュリティ対策を含む業務執行うについて網羅的に監査しており、その結果は監査報告書として経営トップに報告されている。
補足資料：(6)-1. ITソリューション本部監査通知書

有限責任監査法人トーマツにより、IT全般統制監査として整備評価が９月２８日、２９日、運用評価が１月６日、７日で実施されている。監査概要はシステムの開発・保守に係る管理」「システムの運用・管理」「内外からのアクセス管理等のシステムの安全性の確保」「外部委託に関する契約の管理」等であり、ITに係る各種リスクに対する諸活動が有効に機能していることを確認している。
補足資料：(6)-2. 内部統制評価通知書（20年9月IT全般統制整備評価）
(6)-3. 内部統制評価通知書（21年1月IT全般統制運用評価）

イオンディライトグループ情報セキュリティ管理規程にもとづき情報セキュリティ推進体制を構築。情報セキュリティ内部監査責任者については、グループ経営監査部長と定め監査を実施している。
監査期間：１１月１６日～３０日
監査項目：内部監査チェックシート２３項目
補足資料：(6)-4. 様式14_情報セキュリティ内部監査チェックシート_Ver.1.1(講評会）

・直近（過去１年間）に発生したセキュリティ上の問題
問題発生なし
・情報処理安全確保支援士の在籍状況：1名



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

